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はじめに 

 

１ 方針の目的・趣旨 

介護給付の適正化とは，介護給付を必要とする受給者を適切に認定し，受給者が真に必要とす

る過不足のないサービスを，事業者が適切に提供するよう促すことであり，適切なサービスの確

保とその結果としての費用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高め，持続可能な介護保険

制度の構築に資するものです。 

この方針は，保険者である市町村をはじめ，県や宮城県国民健康保険団体連合会（以下，「国保

連」という。）などの関係機関が連携しながら，計画的に介護給付の適正化に取り組むことを目的

としています。 

 

２ 方針の位置づけ 

介護給付の適正化のために市町村が行う適正化事業は，高齢者等が可能な限り，その有する能

力に応じて自立した日常生活を営むことができるようにするとともに，限られた資源を効率的・

効果的に活用するために，保険者である市町村が本来発揮するべき保険者機能の一環として自ら

積極的に取り組むべきものであります。 

このため，県では平成２０年度から２期にわたり「宮城県介護給付適正化取組方針」を策定し，

介護給付適正化の取組の推進を支援してきました。 

今回の方針は，国が示した「『第３期介護給付適正化計画』に関する指針」を踏まえ，第２期の

実施状況について検証を行うとともに，第３期における取組の更なる推進を図るために定めるも

のです。 

 

３ 取組の期間 

この方針は，県が策定する「第６期介護保険事業支援計画」と一体的に推進し，整合性を図る

ことが望ましいことから，取組期間を平成２７年度から２９年度までの３年間とします。 

 

【県の取組方針と取組期間】 

○第１期介護給付適正化取組方針（以下，「第１期方針」という。） 

〔平成２０年度～平成２２年度〕 

○第２期介護給付適正化取組方針（以下，「第２期方針」という。） 

〔平成２３年度～平成２６年度〕 

○第３期介護給付適正化取組方針（以下，「第３期方針」という。） 

〔平成２７年度～平成２９年度〕 
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第 1章 本県における介護保険給付の動向 

１ 要介護認定の動向 

（１） 要介護（要支援）認定者数の推移 

 

第 1 号被保険者である６５歳以上の高齢者数は，介護保険制度が創設された平成１２年

度から２５年度までの１３年間で約１４万人，３３％程度上昇しています。これに対して

要介護（要支援）認定者数は約２．５倍に上昇しており，要介護（要支援）認定者の伸び

が顕著となっています。 

 

 

要介護（要支援）認定者数の推移では，近年，特に要支援１，２や要介護１といった比

較的軽度の認定者数の伸びが高くなっています。 
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（２） 要介護（要支援）認定率 

 

要介護（要支援）認定率は，平成１２年度から５年間は大きく上昇していましたが，平

成１７年度以降，ほぼ横ばいで推移し，平成２２年度から再び伸びてきています。 

 

 

２ 介護給付の動向 

（１）介護サービス受給者の推移 

 

介護サービス受給者の年度ごとの延べ人数については，東日本大震災直後の平成２３年

度を除き増加傾向となっており，平成１２年度からの１３年間で約３．０倍となっていま

す。 
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（２） １人当たりの給付費の推移 

 

被保険者１人当たりの給付額は，介護保険制度が改正され介護予防給付が導入された平

成１８年度から横ばい傾向となっていましたが，平成２１年度以降，再び上昇傾向となり，

平成１２年度からの１３年間で約２．２倍となっています。 

 

（３） 給付総額の推移 

 

給付費の推移についても，平成１８年度に伸び率が鈍化したものの，その後再び上昇傾

向にあります。今後も給付費の上昇は避けられない見通しであり，介護保険財政の悪化や

介護保険料の上昇に伴う住民負担の増加が懸念されます。 
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３ 介護サービス事業所について 

（１） 介護サービス提供事業所数 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （注）介護予防サービス，医療みなし指定分を除く。 

      （※１）平成２３年度分については，平成２３年３月１１日に東日本大震災が発生し，４月時点における正確な 

              事業所数の把握が困難であったことから，平成２４年１月１日現在の事業所数を用いた。 

 

介護サービス事業所・施設として指定を受けた事業所等の数は，平成１２年４月から平

成２６年４月までの１４年間で約２．６倍に増えています。特に，福祉用具貸与・販売，

通所系サービス，訪問系サービスなどの在宅介護に関連するサービスを提供する事業所が

大幅に増加しています。 

 

（２） 平成２５年度における実地指導の状況 

居宅サービス（※） 412 317 76.9%

居宅介護支援事業 107 77 72.0%

介護保険施設サービス 77 74 96.1%

計 596 468 78.5%

実地指導

事業所数

うち改善を要する事項が

確認された事業所数
割合区　分

（※）介護予防サービス，医療みなし指定を含まない。  

 

県が平成２５年度に実施した実地指導では，全体の７８．５％の事業所・施設において，

運営基準の遵守や介護報酬の請求等に関して改善を要する事項が確認されています。      
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第２章 第２期における取組の現状 

１ 第２期方針における適正化の考え方 

第２期方針では，第 1 期方針に引き続き，「介護給付を必要とする受給者を適切に認定」した上

で，「受給者が真に必要とするサービスを」，「事業者がルールに従って適正に提供するよう促す」

こととし，次の３つの観点からの取組を介護給付適正化の要と位置づけました。 

 

（１） 要介護認定の適正化 

要介護認定が，地域や個別の認定調査員によってばらつきが生じないように，認定調査

が基準に沿って実施されているか，主治医意見書が適切に記載されているか，調査票と意

見書の内容に相違はないか，審査会での判定が合理的であるか等適正な認定に向け取り組

みました。 

（２） ケアマネジメント等の適正化 

ケアマネジメントのプロセスが適切に行われているかどうか，提供されたサービスが利

用者の要介護状態の軽減や悪化の防止につながっているかどうかなど，ケアマネジメント

の手順面と実質面での適切化に向けて取り組みました。また，介護支援専門員に対する各

種研修等の取組を通してケアマネジメント等の適正化に取り組みました。 

（３） 事業者のサービス提供体制及び介護報酬の適正化 

事業者から提供されるサービスが，ケアプランに沿った個々の利用者のニーズに対応し

たものとなっているか，人員・運営等指定基準の遵守などサービス提供体制が確保されて

いるかなど，サービス提供とその体制の適正化に取り組みました。また，制度の信頼性を

確保するため，報酬算定の過誤や不正請求をなくすため，事業者指導・監査等による適正

化に取り組みました。 

 

 

２ 市町村における主要適正化事業 

第２期方針では，上記の３つの観点から，具体的取組として①認定調査状況チェック，②ケア

プランの点検，③住宅改修等の点検，④医療情報との突合・縦覧点検，⑤介護給付費通知の５事

業を主要適正化事業とし，第２期期間の最終年度である平成２６年度において，すべての市町村

が実施していることを目標に取り組みました。 

また，主要適正化事業の具体的な実施水準は次のとおりとしました。 

 

① 認定調査状況チェック 

新規・変更・更新の認定調査の全件を市町村職員による直営で実施し，必要な点検を行

っている。また，委託による認定調査の場合は，認定調査結果の全件について市町村職員

が点検していることをもって当該事業を実施しているものとする。 
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② ケアプランの点検 

対象事業所数，対象プラン数は問わず，ケアプラン点検を行っていることをもって，当

該事業を実施しているものとする。 

取組にあたっては，国が策定する「ケアプラン点検支援マニュアル」を活用し，市町村

の実情に応じて，効果的・効率的に実施し，内容の充実を図る。 

③ 住宅改修等の点検 

事前・事後の別及び点検対象数は問わず，住宅改修については訪問による点検，福祉用

具購入又は福祉用具貸与については訪問等による点検を実施していることをもって，当該

事業を実施しているものとする。 

取組にあたっては，市町村の実情に応じて効果的・効率的に実施し，内容の充実を図る。 

④ 医療情報との突合・縦覧点検 

回数及び点検帳票等を問わず，医療情報との突合及び縦覧点検を実施していることをも

って，当該事業を実施しているものとする。 

取組にあたっては，市町村の実情に応じて効果的・効率的に実施し，内容の充実を図る。 

⑤ 介護給付費通知 

通知回数及び対象者を問わず，介護給付費通知を実施していることをもって，当該事業

を実施しているものとする。 

取組にあたっては，市町村の実情に応じて効果的・効率的に実施し，内容の充実を図る。 

 

 

３ 市町村における主要適正化事業の実施状況 

 市町村における主要適正化事業（５事業）の第２期の実施状況は，「認定調査状況チェック」に

ついては，平成２５年度に１市町村が実施できず９７．１％となったものの，全国平均と比較し

て高い水準を維持しています。 

一方，他の４項目については，平成２５年度の実施率が５０～６０％台と，第２期最終年度の

平成２２年度と比べて減少しており，全国平均と比較しても低い水準となっています。これは，

市町村において，限られた人材が，東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組に集中的に配置

されるなか，適正化事業に対して十分に手が回らないという状況も背景にあったと考えられます。 
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【主要適正化事業の取組状況（カッコ内は全国値）】 

 

 

 

４ 主要適正化事業による効果 

主要適正化事業による過誤申立件数及び過誤申立金額はケアプラン点検の伸びが特に大きくな

っています。また，医療情報との突合・縦覧点検は１件当たりの過誤申立金額が大きいため，費

用対効果が最も期待でき，給付適正化に大きな効果を持つ事業であることが分かります。 

 

【適正化による過誤申立件数及び過誤申立金額】 

 

  

取組前の状況
第２期計画
最終年度

H18年度
H22年度
（参考※）

H23年度 H24年度 H25年度

64.7%
100%

（94.1%）
100%

（84.1%）
100%

（94.9%）
97.1%

② ケアプランの点検 22.2%
64.7%

（64.7%）
45.7%

（61.0%）
57.1%

（63.0%）
54.3%

住宅改修等の点検（住宅改修の点
検又は福祉用具の点検を実施して
いる）

47.2%
64.7%

（83.7%）
65.7%

（82.1%）
65.7%

（81.6%）
62.9%

住宅改修等の点検のうち住宅改修
の点検を実施している

38.9%
61.8%

（76.6%）
60.0%

（75.9%）
60%

（76.7%）
48.6%

住宅改修等の点検のうち福祉用具
の点検を実施している

22.2%
47.1%

（58.8%）
42.9%

（56.2%）
45.7%

（55.2%）
37.1%

医療情報との突合・縦覧点検（医
療情報との突合及び縦覧点検を実
施している）

－
52.9%

（78.2%）
42.9%

（78.5%）
51.4%

（83.5%）
51.4%

医療情報との突合を実施している 33.3%
55.9%

（65.0%）
34.29%

（61.9%）
31.4%

（66.3%）
34.3%

縦覧点検を実施している 33.3%
70.6%

（75.0%）
40.0%

（75.8%）
51.4%

（81.3%）
48.6%

⑤ 介護給付費通知 36.1%
61.8%

（68.4%）
57.1%

（69.2%）
57.1%

（70.1%）
60.0%

           ※　東日本大震災により，一部の市町村のデータの収集が困難であったため，参考値としている。

事  業  名

Ⅰ　要介護認定の適正化

①　認定調査状況チェック

Ⅱ　ケアマネジメント等の適切化

達成状況

③

Ⅲ　サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化

④

件数（件） 金額（円） 件数（件） 金額（円） 件数（件） 金額（円）

168 6,671,407 20 94,118 1,235 3,407,884

0 0 0 0 0 0

49 95,245 3 6,750 16 8,325

0 0 0 0 7 804,865

64 380,501 288 2,509,867 59 2,635,919

0 0 0 0 0 0

281 7,147,153 311 2,610,735 1,317 6,856,993

項    目
H23年度 H24年度 H25年度

　　　計

ケアプラン点検

住宅改修の点検

福祉用具の点検

医療情報との突合

縦覧点検

介護給付費通知
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５ 県における取組の実施状況 

 県では，第２期方針において，「要介護認定の適正化」，「ケアマネジメント等の適正化」，「サ

ービス提供体制及び介護報酬請求の適正化」などを実施することとしており，次の取組を通し

て保険者である市町村の支援を行ってきました。 

 

県の取組項目 実績 

Ⅰ 要介護認定の適正化 

  ① 認定調査員研修の実施 

  

認定調査は，全国一律の方法・解釈によ

り，公平・公正で客観的かつ正確に行わ

れることが必要なことから，認定調査の

方法や判断基準等を十分理解すること

を目的に実施。 

○認定調査員新規研修（本庁で実施）                                                                                                                                                                  

【平成 23 年度】 2 回（4 月 1 回/7 月 1 回） 86 人受講                                                                                                                                                   

【平成 24 年度】 2 回（4 月 1 回/9 月 1 回） 109 人受講 

保健福祉事務所で実施   27 人受講                                                                                                                                                    

【平成 25 年度】 2 回（4 月 1 回/9 月 1 回） 117 人受講  

保健福祉事務所で実施    6 人受講                                                                                                                                                 

○認定調査員現任研修（保健福祉事務所で実施）                                                                                                                                                         

【平成 23 年度】 0 回                                                                                                                                                   

【平成 24 年度】 6 回（6 地区 各 1 回） 367 人受講                                                                                                                                                    

【平成 25 年度】 4 回（7 地区 合同実施 1 回） 416 人受講 

  ② 認定調査の手引き等の作成 

  公平かつ正確な認定調査が実施される

よう「認定調査の手引き」及び「調査項目

における留意点」を併せて作成・配布す

る。 

平成 21 年に認定調査員テキストの改訂があったため，県独自のテキストは作成しな

かった。 

  ③ 主治医研修の実施 

  要介護認定等に係る審査判定の重要な

資料である主治医意見書の記載がより

適切に行われるよう，主治医意見書の

記載方法等について研修を実施する。 

○県医師会に委託し実施                                                                                     

【平成 23 年度】 3 地区（岩沼，仙南，塩竈） 54 人受講                                                                          

【平成 24 年度】 3 地区（大崎，石巻，気仙沼） 53 人受講 

【平成 25 年度】 3 地区（黒川・加美，登米，栗原） 32 人受講 

  ④ 介護認定審査会委員研修の実施 

  公正・公平かつ適正な要介護認定の審

査を行うため，審査会委員に対して研修

を実施し，必要な知識，技能を修得及び

向上させる。 

 

 

【平成 24 年度】 5 地区 6 回 404 人受講                                                                

【平成 25 年度】 6 地区 7 回 413 人受講                                                                               
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Ⅱ ケアマネジメント等の適正化 

  ① 介護支援専門員研修の実施 

 

要介護者の自立生活を支援する観点か

ら，適切なサービスを提供する役割を担

う介護支援専門員の資質向上を図るた

めの体系的研修を行い，もって適切なケ

アマネジメントの実施を推進する。 

【平成 23 年度】 （１）実務研修 371 人 （２）更新研修 330 人 （３）再研修 51 人  

（４）専門研修 なし （５）実務従事者基礎研修 なし （６）主任介護 

支援専門員研修 142 人 

【平成 24 年度】 （１）実務研修 542 人 （２）更新研修 1202 人 （３）再研修 57 人  

（４）専門研修 271 人 （５）実務従事者基礎研修 208 人 （６）主任介 

護支援専門員研修 158 人 

【平成 25 年度】 （１）実務研修 432 人 （２）更新研修 1075 人 （３）再研修 79 人 

（４）専門研修 251 人 （５）実務従事者基礎研修 165 人  

（６）主任介護支援専門員研修 89 人 

② 介護支援専門員連携・支援の推進 

介護支援専門員相互の連携と体制づく

りを促進するとともに，困難事例に対す

る助言指導などの支援を行い，もってケ

アマネジメントの向上を図る。 

○特定非営利活動法人宮城県ケアマネジャー協会に委託し実施                                                      

【平成 23 年度】 （１）巡回相談 23 回 （２）相談会 15 回 （３）研修会 28 回                                                                                                 

【平成 24 年度】 （１）巡回相談 54 回                                                                                    

【平成 25 年度】 （１）巡回相談 54 回 

③ 介護支援専門員指導者の養成 

自立支援に資する適切なケアマネジメン

トが実施できるためには，介護支援専門

員自身が日常的，継続的に「相談・支

援」が受けられる体制が求められること

から，その人材を育成する。 

【平成 24 年度】 ケアマネジャー指導者養成研修 1 回 15 人受講                                  

【平成 25 年度】 ケアマネジャー指導者養成研修 1 回 15 人受講                                                                      

Ⅲ サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化 

  ① 指導・監査の実施 

   

サービス提供事業者を育成・支援し，も

って適正なサービス提供体制の確保と

介護報酬の適正化を図るため，サービス

の内容，介護報酬の請求に関する事項

等について周知を図る指導を行うほか，

指定基準違反や介護報酬の不正請求が

認められる（疑いがある）場合に，事実関

係を的確に把握し適切な措置を講ずる

監査を行う。 

○ 集団指導                                                                                                  

本庁及び各保健福祉事務所・地域事務所ごとに，全指定サービス事業所を対象

に，サービス種類別に開催し，制度の理解促進，適正な請求事務等について指導を

行いました。                                                             

平成 25 年度参集率 95.5％                                                                                                  

○実地指導                                                                                                       

サービスの質の確保・向上，高齢者の尊厳の保持，適正な報酬請求等を重点指

導事項とし，選定事業所に対し実施しています。                                

平成 25 年度実施率 25.0％                                                                                                 

○監査                                                                                                          

平成 25 年度は，20 事業所・施設に対して監査を実施し，指定基準違反等が確認

されたものについては，指定の取消しを行いました。 
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  ② 国保連合会給付適正化システム説明会の開催 

  
市町村が国保連合会給付適正化システ

ムを活用することにより，適正化の取組

を推進することが出来るよう説明会を開

催する。 

【平成 23 年度】 国保連主催の介護給付適正化システム説明会（県内対象）への協力                                                                                                         

【平成 24 年度】 国保連主催の介護給付適正化システム説明会（県内対象及びブロッ 

ク研修）への協力                                                                                                                   

【平成 25 年度】 国保連主催の介護給付適正化システム説明会（県内対象及びブロッ 

ク研修）への協力 

  ③ 被保険者・利用者に対する啓発 

  

介護サービスの適正な利用を図るため，

被保険者・利用者等に対し，意識啓発を

行う。 

【平成 23 年度】 （１）パンフレットの配布（２）ホームページによる情報発信                                                                                                                       

【平成 24 年度】 （１）パンフレットの配布（２）「みやぎ出前講座」の開催２回 

（３）ホームページによる情報発信                                                                                                                                    

【平成 25 年度】 （１）パンフレットの作成・配布 （２）「みやぎ出前講座」の開催４回  

（３）ホームページによる情報発信 
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第３章 第２期の取組の評価と今後の方向性 

１ 要介護認定の適正化（認定調査状況チェック） 

認定調査状況チェックについては，平成２３年度及び平成２４年度はすべての市町村が実施し

ています。平成２５年度は１市町村が実施できませんでしたが，全国平均と比べ，非常に高い実

施率となっています。 

実施市町村からは，「審査会に送付する前に，全ての調査票について，職員がチェック項目と特

記事項の確認，各項目間の整合性等を審査しているので，適切かつ公平な要介護認定の確保が行

われている」という声があり，チェックを通して認定の適正化が図られていることが分かります。 

一方で，「調査員の調査項目の捉え方のばらつきが大きい」，「調査票の記載内容を確認する際に

時間が掛かり，手間となる場合もある」といったように，認定調査員の判断基準を統一させるこ

とや，調査結果の確認に手間や時間がかかるといったことが課題として挙げられました。 

以上の状況を踏まえ，第３期における取組方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ケアプランの点検 

ケアプランの点検については，第２期において目標を達成できず，実施率が減少しています。

実施していない理由として，ほとんどの市町村が「平常業務が多忙」，「担当職員が不足している」

ということを挙げています。 

実施している市町村からは，「加算要件を中心にケアプラン点検を行い，加算要件の再確認を行

うことができた」という声もあり，平常業務が多忙であってもポイントを絞って点検を行うなど

取組の効果を高める工夫が見られます。 

また，「ケアプランの作成力を確認できることや，介護支援専門員研修会実施への課題をみつけ

ることができたことが良かった」，「市町村と介護支援専門員がケアプランの根拠について一緒に

確認することにより，共にレベルアップを図ることができた」というように，介護保険制度の要

である介護支援専門員の支援としての効果をあげる声もあります。 

以上の状況を踏まえ，第３期における取組方針を次のとおりとします。 

 

【要介護認定の適正化（認定調査状況チェック）における目標】 

○ 第３期の全期間において，全ての市町村が実施することを目指します。 

○ 業務分析データによるモニタリングや，e-ラーニングシステムの活用による認定の適

正化を図ります。 
 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

保険者単位の実施率 100％ 100％ 100％ 
 

※ 実施率は各市町村が設定した目標の平均値。 



15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 住宅改修等の点検 

住宅改修や福祉用具の購入・貸与に対する点検については，第２期において目標を達成できず，

実施率が減少しています。特に住宅改修の実施率が低い水準となっています。 

実施している市町村からは，「申請書類だけでは確認できない箇所を現地調査で確認できた」，

「理学療法士による訪問調査を実施することによって専門的な視点からアドバイスできた」，「実

際に利用者の動線を確認することによって適正な住宅改修につなげることができた」という声が

あり，点検の実施がより適切な給付に繋がったことが分かります。 

一方，実施していない市町村では，写真や介護支援専門員との面談等による審査で済ませてお

り，訪問調査の必要性まで感じていないとの声があります。しかし，高齢者本人のニーズにあっ

た住宅改修や福祉用具の購入・貸与が行われているか確認する上で，提出書類や写真のみでは分

かりにくいケースもあるため，必要に応じて訪問調査を実施することは非常に有用です。 

以上の状況を踏まえ，第３期における取組方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ケアプランの点検における目標】 

○ 第３期において優先的に取り組む事業とします。 

○ 期間内の各年度で実施率を高め，平成２９年度に保険者単位の実施率８２．９％を目

指すとともに，内容の充実を図ります。 

○ 実施していない市町村において体制の整備，実施方法の工夫を図ります。 

○ 職員及び介護支援専門員の資質向上を図ります。 

  

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

保険者単位の実施率 65.7％ 74.3％ 82.9％ 

※実施率は各市町村が設定した目標の平均値。 

【住宅改修等の点検における目標】 

○ 期間内の各年度で実施率を高め，平成２９年度に保険者単位の実施率９１．４％を目

指すとともに，内容の充実を図ります。 

○ 点検の実施方法及び必要性についての理解を深め，実施率の向上を図ります。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

保険者単位の実施率 85.7％ 88.6％ 91.4％ 

※実施率は各市町村が設定した目標の平均値。 
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４ 縦覧点検・医療情報との突合 

縦覧点検・医療情報との突合については，第２期において目標を達成できず，実施率が減少し

ています。大半の市町村では担当職員が直接実施しており，国保連への委託により実施している

のは，平成２５年度において，縦覧点検で５市町村，医療情報との突合で３市町村となっていま

す。  

事業を実施している市町村からは，「過誤につながらなくとも，事業者への啓蒙につながった」，

「介護支援専門員や事業所に状況を聞くことで，適正化への取組を啓発する機会となった」とい

うように，事業の周知・啓発への効果をあげる声があります。 

一方で，実施していない市町村からは「平常業務が多忙」，「担当職員が不足している」といっ

た理由が多く見られます。 

縦覧点検・医療情報との突合は，１件当たりの過誤申立金額が大きく，費用対効果が最も期待

できる事業のため，未実施の市町村では優先的に実施するとともに，効率的な実施を図るため，

国保連への委託や活用頻度の高い帳票を対象とした点検を行うなどの工夫が必要です。 

以上の状況を踏まえ，第３期における取組方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 介護給付費通知 

介護給付費通知については，第２期において目標を達成できず，実施率が減少しています。 

実施している市町村からは，「利用者から，介護給付費が多いことが改めて分かり大事にサービ

スを利用したいとの声があり，利用者がサービスを見直すきっかけになった」という声もあり，

受給者自らがサービスを改めて確認し，介護給付について考えるきっかけとなっています。また，

利用者自身がサービス内容を確認することで，適正な請求に向けた抑制効果も期待できます。 

一方，実施していない市町村などからは「通知を受けた受給者が内容を理解できているか疑問

が残る」といったように，その効果に疑問を呈する声もありました。 

【縦覧点検・医療情報との突合における目標】 

○ 第３期において優先的に取り組む事業とします。 

○ 期間内の各年度で実施率を高め，平成２９年度に保険者単位の実施率９４．３％を目

指すとともに，内容の充実を図ります。 

○ すでに実施している市町村は実施件数を高めます。 

○ 実施率や実施件数を高めるため，必要に応じて国保連への委託等効率的な実施を検討

します。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

保険者単位の実施率 77.1％ 88.6％ 94.3％ 

※実施率は各市町村が設定した目標の平均値。 
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本事業は，郵送等による費用や手間がかかる一方で効果の見えにくい事業ですが，通知内容を

分かりやすく工夫するなど，事業の効果を高め，必要性を周知していく必要があります。 

以上の状況を踏まえ，第３期における取組方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【介護給付費通知における目標】 

○ 期間内の各年度で実施率を高め，平成２９年度に保険者単位の実施率７７．１％を目

指すとともに，内容の充実を図ります。 

○ 郵送費用の見直しや通知内容の工夫等により，効果的な実施を図ります。 

○ 実施していない市町村については，年に１，２回程度の通知から始めるなどの工夫を

します。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

保険者単位の実施率 68.6％ 71.4％ 77.1％ 

※実施率は各市町村が設定した目標の平均値。 
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第４章 第３期における取組について 

本県では，第２期方針に基づき，平成２６年度までに全ての市町村で主要適正化５事業を実施

することを目標に取組を推進してきましたが，実施主体である市町村において，限られた人材が，

東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組に集中的に配置され，適正化事業に十分な人員が確

保できないという状況もあり，目標を達成することはできませんでした。 

第３期においては，今回新たに各市町村が設定した目標の達成を目指すだけではなく，事業内

容をより充実させていくことが重要となってきます。そのためには，市町村が目標と計画性を持

って，主体的・積極的に取組を進めることができるよう，県・市町村・国保連が現状認識を共有

し，それぞれの特徴を活かしながら，必要な協力を行い，一体的に取り組むことが必要です。 

 

１ 市町村における適正化事業の推進 

（１） 市町村における実施目標の設定 

適正化計画を推進するに当たり，各市町村では第３期において実施する具体的な事業の内

容及びその実施方法とその目標を実施目標として定めることとします。また，適正化事業の

取組の更なる促進を図る観点から，主要適正化５事業について，平成２７年度から平成２９

年度までの毎年度ごとの目標を設定することとします。 

なお，各市町村が設定する目標等は，その進捗状況に応じて毎年度見直すこととし，当該

年度の目標を県に報告するものとします。 

 

（２） 第３期において取り組むべき事業 

① 要介護認定の適正化（認定調査状況チェック） 

要介護認定は，全国一律の基準に基づき適切かつ公平に運営される必要があることから，

認定調査の内容について市町村職員等が訪問又は書面等の審査を通じて点検することによ

り，適切かつ公平な要介護認定の確保を図ります。 

また，一次判定から二次判定の軽重度変更率の地域差及び市町村内の合議体間の差等に

ついての分析を行い，認定調査項目別の選択状況について，全国の市町村と比較した分析

などを行い，是正を図ります。 

 

② ケアプランの点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画，介護予防サービス計画の記載内容に

ついて，市町村職員等の第三者が，資料確認や訪問調査を通して点検及び支援を行うこと

により，個々の受給者が真に必要とするサービスを確保するとともに，その状態に適合し

ていないサービス提供を改善します。 

点検に当たっては，国が作成した「ケアプラン点検支援マニュアル」の活用を進めると

ともに，県が行うケアプラン点検担当者会議へ参加するなど，継続的にケアプランの質の

向上を図ります。 
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また，適切なケアプランの作成に向け，市町村による点検実施だけではなく，介護支援

専門員同士によるスーパーバイズや，介護支援専門員の職能団体によるケアプランの点検

の機会を保険者として設けるなどの取組も推進します。 

 

③ 住宅改修等の点検 

住宅改修の点検については，改修費が高額となるものや改修規模が大きく複雑であるも

の等に特に留意しながら，必要に応じ，理学療法士，作業療法士等のリハビリテーション

専門職種等の協力を得て，点検を推進します。また，委託により点検を行う場合は，点検

担当者の職種把握（建築士等の有資格者であるか）などにより，専門的な観点からの実施

が行われているかの確認も行っていきます。 

福祉用具購入・貸与調査については，国保連の介護給付適正化システムにより各福祉用

具の貸与品目の単位数が把握できるため，同一商品で利用者ごとに単位数が大きく異なる

ケース等に特に留意しながら，これを積極的に活用します。 

 

④ 縦覧点検・医療情報との突合 

縦覧点検・医療情報との突合については，適正化の費用対効果が最も期待できることか

ら，より重点的な推進を図ることとします。本事業を未実施の市町村については優先的に

実施するとともに，効率的な実施を図るため，国保連への委託を積極的に活用し，例えば

使用頻度の高い帳票に絞った点検を行います。 

また，すでに実施している市町村については，医療保険関連の部署との緊密な連携や国

保連への委託等により，実施件数の拡大を図ります。 

 

⑤ 介護給付費通知 

介護給付費通知については，効果が期待できる対象者・対象サービスに絞り込むことや，

送付時期の工夫，説明文書など通知内容の理解を助ける工夫を行うなど，実施率の向上を

図るとともに，その費用対効果を高めるため，地域の実情に応じた独自の工夫を進めます。 

 

（３） 積極的な実施が望まれる取組 

主要５事業以外に，介護給付実績等のデータを分析・評価するなど，給付の適正化に資

するシステムを積極的に活用することが期待されます。 

国保連の介護給付適正化システムを積極的に活用し，システムにより抽出された給付実

績データから確認が必要と思われる事項を集中的に確認することにより，過誤調整や事業

者等への指導につなげることができます。 

不適切な給付や事業者を発見し，適正なサービス提供と介護費用の効率化，事業者の指

導育成を図ります。 
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（４） 事業の優先度 

本県では，各市町村が主要適正化５事業について，平成２７年度から平成２９年度までの

毎年度ごとの目標等を設定し，取組を進めますが，全ての事業を均等に実施していくことが

難しい場合は，費用適正化の観点から即効的な効果が最も見込まれる「縦覧点検・医療情報

との突合」，介護保険制度の要である介護支援専門員を支援する「ケアプランの点検」及び「要

介護認定の適正化」の３事業を優先的に実施することとします。 

 

（５） 指導監督に関する取組 

市町村による指導監督については，実施体制の充実強化を図るとともに，次のことについ

て取り組むことが望まれます。 

① 苦情・告発・通報情報の適切な把握及び分析 

市町村又は国保連に寄せられた苦情・通報情報の適切な把握及び分析を行い，事業者に

対する指導監督を実施します。 

② 不当請求あるいは誤請求の多い事業者への重点的な指導 

国保連の審査において，返戻及び減額等の請求が多い事業者に対して，重点的な指導監

督を実施します。 

③ 受給者等から提供された情報の活用 

受給者等から寄せられた架空請求や過剰請求等の情報に基づき，県と合同又は市町村自

ら監査を実施します。 

 

２ 県における適正化事業の推進 

 

（１） 要介護認定の適正化 

県では，要介護認定調査が公平・公正に行われるよう，認定調査員研修や主治医研修を通

して人材の育成を図るとともに，介護認定審査会の運営が適切に行われるよう市町村への支

援を行います。 

 

（２） ケアマネジメント等の適正化 

県では，介護支援専門員に対する研修等の資質向上事業を通して，適切なケアマネジメン

トを行う人材の育成を図るとともに，市町村におけるケアマネジメント適正化の取組を支援

します。 

 

（３） 事業者への指導監督体制の充実等 

適正化事業と事業者の指導監督については，アプローチは異なるものの，不正請求・不適

切なサービス提供を是正するという目的では共通する部分があることから，相互に情報共有

し，積極的に連携を図るとともに，県の指導監督体制の充実を図ります。また，県が行う事
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業者等へ集団指導などの機会を活用して，介護給付の適正化に向けた指導，啓発等を図りま

す。 

 

（４） 市町村及び国保連との連携 

県は，適正化事業の推進に当たって市町村が必要とする支援について把握するとともに，

国保連が提供可能な協力内容を把握し，両者が連携して適正化事業に取り組むことができる

よう調整を図ります。 

 

（５） 県内の進捗状況の管理等 

県は，市町村の目標，実施状況及び現状等を把握しながら，適正化事業の進行管理を行い

ます。また，事業の取組が低調な市町村に対しては，低調となっている原因の調査・分析，

対応策の検討等に協力するなど，必要な支援を行います。 

 

 

 

ああ 


